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2022年５月20日

各　位

会 社 名 テスホールディングス株式会社

代表者名 代表取締役会長兼社長　石脇　秀夫

（コード：5074　東証プライム）

問合せ先 専務取締役　管理本部長　山本　一樹

（TEL：06-6308-2794）

（１） 名 称 合同会社T&Mソーラー

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号東京共同会計事務所内

（３） 代表者の役職・氏名
代表社員　一般社団法人T&Mマネジメント

職務執行者　北川　久芳

（４） 事 業 内 容 再生可能エネルギー発電事業・運営事業

（５） 資 本 金 50万円（2021年12月末日現在）

（６） 設 立 年 月 日 2014年６月30日

（７） 出 資 比 率 一般社団法人T&Mマネジメント 100％

（８）
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係
資 本 関 係

当社の100％子会社であるテス・エンジニアリン

グが匿名組合出資を行っております（匿名組合

出資であるため、議決権はありません。）。

特定子会社の異動に関するお知らせ １

　当社は、本日、経営管理の効率化を目的として、当社の100％子会社であるテス・エンジニアリン

グ株式会社（以下「テス・エンジニアリング」といいます。）による、太陽光発電事業（所在地：鹿

児島県肝属郡ほか、設備容量合計：37.7MW）を行う合同会社T&Mソーラー（以下「T&Mソーラー」とい

います。）の持分全部の取得（以下「本持分譲受け」といいます。）を決定いたしましたので、お知

らせいたします。本持分譲受けによりT&Mソーラーに対する当社の出資比率は100.0％となり、同社は

当社の連結子会社となるとともに、当社の特定子会社に該当することになります。また、当社は、テ

ス・エンジニアリングが、T&Mソーラーを営業者とする匿名組合に係る匿名組合契約を終了し、これ

に伴い、テス・エンジニアリングがT&Mソーラーに対して有することになる金銭債権をT&Mソーラーに

現物出資することにより、T&Mソーラー持分を追加取得することを決定しております（本持分譲受け

及び現物出資によるT&Mソーラー持分の追加取得を、以下「本持分取得」と総称します。）。

　また、T&Mソーラーを営業者とする匿名組合は、当社の特定子会社に該当しておりましたが、上記

匿名組合契約の終了により、当該匿名組合は当社の特定子会社に該当しないこととなります。

第１　テス・エンジニアリングによる本持分取得について

１．子会社の異動の理由

　T&Mソーラーは、本持分譲受けにより、2022年７月１日（予定）付で、当社の連結子会社となると

ともに、T&Mソーラーの資本金の額は当社の資本金の額の100分の10以上に相当するため、当社の特定

子会社に該当することになるためです。

２．異動する子会社の概要
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人 的 関 係
当社と当該会社との間には、記載すべき人的関

係はありません。

取 引 関 係

当社と当該会社の間でメンテナンス契約、監視

契約及びアセットマネジメント契約を締結して

おります。

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

決 算 期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期

純 資 産 △9百万円 △9百万円 △6百万円

総 資 産 10,561百万円 9,592百万円 8,938百万円

売 上 高 1,499百万円 1,462百万円 1,542百万円

営 業 利 益 △31百万円 △78百万円 △8百万円

経 常 利 益 2百万円 0百万円 2百万円

当 期 純 利 益 2百万円 0百万円 2百万円

（１） 名 称 一般社団法人T&Mマネジメント

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号東京共同会計事務所内

（３） 代表者の役職・氏名 理事　北川　久芳

（４） 事 業 内 容 再生可能エネルギー発電事業を行う会社の持分取得・保持

（５） 基 金 ３百万円

（６） 設 立 年 月 日 2014年６月９日

（７） 基金拠出者及び持分比率 株式会社東京共同会計事務所 100.0％

（８）
上 場 会 社 と

当 該 法 人 の 関 係

資 本 関 係
当社と当該法人との間には、記載すべき資本関

係はありません。

人 的 関 係
当社と当該法人との間には、記載すべき人的関

係はありません。

取 引 関 係
当社と当該法人との間には、記載すべき取引関

係はありません。

関連当事者への

該 当 状 況

当該法人は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。

（１） 名 称 テス・エンジニアリング株式会社

（２） 所 在 地 大阪市淀川区西中島六丁目１番１号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　髙崎　敏宏

（４） 事 業 内 容 EPC事業・再生可能エネルギー発電事業・運営事業

（５） 資 本 金 100百万円（2021年６月30日現在）

（６） 設 立 年 月 日 1979年５月26日

（７） 大株主及び持株比率 テスホールディングス株式会社 100％

（８）
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

資 本 関 係 当社の完全子会社です。

人 的 関 係
当社取締役の髙崎敏宏が当該会社の代表取締役

を兼任しております。

取 引 関 係
当社と当該会社の間で経営指導契約を締結して

おります。

３．本持分譲受けの相手先の概要

４．本持分譲受けによりT&Mソーラー持分を取得する当社子会社の概要
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（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

決 算 期 2019年６月期 2020年６月期 2021年６月期

純 資 産 10,595百万円 13,522百万円 15,913百万円

総 資 産 34,917百万円 49,010百万円 48,888百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 52,979.07円 67,614.74円 79,565.69円

売 上 高 32,379百万円 32,319百万円 35,483百万円

営 業 利 益 1,168百万円 3,167百万円 2,191百万円

経 常 利 益 1,208百万円 3,823百万円 3,372百万円

当 期 純 利 益 543百万円 2,905百万円 2,372百万円

１株当たり当期純利益 2,716.92円 14,526.22円 11,860.78円

１ 株 あ た り 配 当 金 －円 －円 －円

（１） 異動前の出資比率 ０％

（２） 取得する出資持分 100％

（３） 取 得 価 額 50万円

（４） 異動後の出資比率 100％

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年５月20日

（２） 持分譲渡契約締結日 2022年７月１日（予定）

（３） 本持分譲受け実行日 2022年７月１日（予定）

（４）
現物出資による持分

の追加取得実行日
2022年９月30日（予定）

５．本持分譲受け前後のT&Mソーラー持分の状況等

６．日　程

７．今後の見通し

　テス・エンジニアリングによる本持分取得が当社連結業績に与える影響は軽微であり、2022年６月

期通期（2021年７月１日～2022年６月30日）業績予想の修正はありません。今後、公表すべき事項が

生じた場合には速やかに開示いたします。
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（１） 名 称 合同会社T&Mソーラーを営業者とする匿名組合

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号東京共同会計事務所内

（３） 営 業 者 合同会社T&Mソーラー

（４）
営業者の代表者の

役 職 ・ 氏 名

代表社員　一般社団法人T&Mマネジメント

職務執行者　北川　久芳

（５） 事 業 内 容 再生可能エネルギー発電事業を行う会社への出資

（６） 出 資 金 1,434百万円（2021年12月末日現在）

（７） 出 資 年 月 日 2015年１月30日

（８） 出 資 者 構 成

資 本 関 係
当社の100％子会社のテス・エンジニアリングが

100％匿名組合出資しております。

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。

取 引 関 係
当社の100％子会社のテス・エンジニアリングが

匿名組合契約に基づく分配を受けております。

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年５月20日

（２） 匿名組合契約終了日 2022年７月１日（予定）

（３） 出 資 金 の 償 還 日 2022年９月30日（予定）

第２　T&Mソーラーを営業者とする匿名組合に係る匿名組合契約の終了について

１．異動の理由

　T&Mソーラーを営業者とする匿名組合は、当社の特定子会社に該当しておりますが、匿名組合契約

を終了することが決定されたため、2022年９月30日（予定）付で、当社の特定子会社に該当しないこ

ととなります。

２．異動する子会社の概要

３．日程

４．今後の見通し

　T&Mソーラーを営業者とする匿名組合に係る匿名組合契約の終了及びこれに伴う子会社の異動によ

る当社連結業績への影響は軽微であります。今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示い

たします。

以上


